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日本比較政治学会 

ニューズレター 
Japan Association for Comparative Politics          No. 30 March 2013 

 

＊企画委員会から 
 2013年度研究大会プログラム(予定) 
＊年報編集委員会から 
      年報第16号の論文募集 

＊共同研究のフロンティア（７） 
＊理事会報告 
＊会員の異動 
＊事務局からのお知らせ 

 

 

2013年度研究大会プログラム（予定） 

2013年６月22・23日 於神戸大学 

 
＊開催時刻、時間割などは素案ですので、報告者の都合等による変更の可能性があります。 

＊パネルの趣旨、報告題目などは、現時点では仮題であることを、ご了承下さい。 

 

６月22日(土) 午後１：30～３：30 

 

分科会Ａ「政党の支持調達における社会組織

との関係の現状」 
 

趣旨：有権者の流動化が進行するなかで、安

定的な支持の調達はいずれの政党にとっても

大きな課題である。西欧諸国でも、各政党は

政策の明快さやリーダーのパーソナリティを

はなばなしく競う一方、有権者の囲い込みを

目的に社会組織との関係を新たな形で強化す

る動きが顕著となっている。その対象には、

教会や労組といった政党との関係が古くから

注目されてきた組織のみならず、近年では、

民族・宗派団体、女性団体、学生団体、高齢

者団体など多様なものが含まれる。政党支持

の流動化はどのような種類の社会組織の解体

のもと生じており（逆にどのような社会組織

は解体していないのか）、そして、従来の組織

化の網からこぼれ落ちた有権者はどのような

組織を通じてすくいあげられようとしている

のであろうか。本企画は、有権者の流動化の

もとで、政党が社会組織とどのような関係性

を新たに模索するようになっているかを検討

する。西欧の北部、中部、南部にそれぞれ主

たる焦点を当てた３研究を通じ、各地域の歴

史的特性が確認できるかを考えるとともに、

日本政治研究からの問いかけを含め、政党の

有権者組織化戦略に見られる近年の特徴につ

いて一般的見解を追求する。 
 

司会 平島健司（東京大学） 
報告 古賀光生（立教大学）「ポピュリズムの

組織化をめぐって：デンマークとノ

ルウェーにおける進歩党の分岐」 
   松尾秀哉（聖学院大学）「脱柱状化のな

かの再柱状化？：ベルギーを事例に」 
   永田智成（首都大学東京）「集票組織の

不全とその代替案の模索：スペイン・

カタルーニャ州議会の事例」 
討論 島田幸典（京都大学）、大川千寿（熊本

大学） 
 

 

分科会Ｂ「難民政策と政党政治」 
 

趣旨：日本の難民政策の近年の動向として、

2010年に開始した第三国定住受け入れの試み

が注目を集めたが、開始３年目で参加予定者

が全員辞退するなど、早くもとん挫しつつあ

る。先進国のなかでも、日本の難民受け入れ

数が桁外れに少なく、制度としても不備が多

いことは常々批判されてきているが、日本国

内で難民政策が政治的争点となる気配はない。
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こうしたなか、アジア太平洋地域においては、

韓国が革新的な難民政策を実現し注目を集め

る一方、オーストラリアはマレーシアとの難

民交換や海外島嶼での隔離・審査などその迷

走ぶりが国際的にも注目を集めてきた。難民

問題は、各国が置かれる特殊な地理的環境条

件により直面する問題や政府の対応が当然大

きく左右される領域ではあるが、他方でより

広範な移民政策とのかかわりや、国内経済、

社会秩序などに規定される側面から、比較分

析に豊富な素材を提供する政策分野でもある。

なかでも、国内政党政治のダイナミズムに翻

弄される側面が近年浮き彫りになっており、

国際的なレジームによる対応や、普遍的人権

の観点から政策内容を評価することだけでは、

その展開が理解し難しいことも指摘されてい

る。本分科会では、オーストラリアのほか、

カナダ、フランスといった、一般に難民受け

入れ大国として知られてきた国々の近年の動

向を題材に、政策の行方を縛る政治的言説を

共通の切り口として、政党政治のあり方が難

民政策をどのように争点化してきたのか明ら

かにする。 

 

司会・討論 三竹直哉（駒澤大学） 
報告 大岡栄美（関西学院大学）「『安全』か

つ『効率的』管理に向かう難民庇護：

カナダ保守党政権による難民政策再

編とその影響」 
   東村紀子（大阪大学）「『難民庇護国』

フランスのジレンマ：難民受入の可

否をめぐる議論の諸潮流」 
   杉田弘也（神奈川大学）「『タフで人道

的』な難民対策の模索：オーストラ

リアのボート・ピープル政策」 
討論 西山隆行（甲南大学） 
 

 

自由企画１「戦後社会のなかのジャーナリズ

ムと知識人：米欧日の比較政治史的考察」 
 

趣旨：知識人とは、既存のパラダイムを刷新

する創造的な営みを通じて公の場で指導性を

発揮する人たちである。次に、ジャーナリズ

ムとは、記録、伝達、好奇心という人間の根

源的な欲求や必要性から生まれる古くから存

在する活動である。だが、この古典的な定義

は揺らぎを見せている。知識人とジャーナリ

ズムの変化は、民主政治の発展と変容に関係

があるのではないか？この問題について、戦

後社会の文脈で、1950年以降の欧米日にまた

がる３つの事例をとりあげ、比較政治史的に

分析、検討を目指す。 

 

司会 松本礼二（早稲田大学） 
報告 吉田徹（北海道大学）「『ニューヨーク

レヴュー・オブ・ブックス』とトニ

ー・ジャット」 
   中村督（南山大学）「『ル・ヌーヴェル・

オプセルヴァトゥール』とフランス

知識人」 
   土倉莞爾（関西大学）「『世界』におけ

る清水幾太郎と社会学」 
討論 河合秀和（中部大学） 
 

 

自由論題１ 統治の安定性 
 

司会 酒井啓子（千葉大学） 
報告 渡辺（宮坂）綾（早稲田大学大学院）

「制度変化を規定する政治インセン

ティブとその民族問題への影響：ス

リランカの制度改革の事例から」 
   鷲田任邦（慶應義塾大学）「政治的資源

配分の統合理論と実証分析：マレー

シア長期政権を事例に」 
   清水雅子（上智大学大学院）「非民主制

下の半大統領制と政治的不安定：パ

レスチナ自治政府の執政内部の緊張

と憲政危機」 
討論 川中豪（アジア経済研究所） 
 

 

自由論題２ 部門間関係 
 

司会 横田貴之（日本大学） 
報告 廣井多恵子（テキサス大学エルパソ

校）・大森佐和（国際基督教大学）「拒

否権プレーヤーとクーデターに対す

る脆弱性の検討」 
   大前信也（同志社女子大学）「戦費調達

に見る政軍関係―陸軍と議会」 
   石黒大岳（九州大学）「アラブ諸国の政

治変動における司法の役割：エジプ

トとクウェートにおける議会解散を

めぐる政治過程」 



 

日本比較政治学会ニューズレター 第30号 2013年３月 

 

 3

討論 鈴木絢女（福岡女子大学） 
   小森雄太（明治大学） 
 

 

 

６月22日(土) 午後４：00～６：00 

 

分科会Ｃ「開発途上国の社会運動と政治」 
 

趣旨：2011年初頭にチュニジアで起きた「ジ

ャスミン革命」以降、アメリカのウォールス

トリート占拠、日本の「脱原発」デモ、尖閣

問題をめぐる中国の対日抗議デモなど、各地

で大規模な社会運動が相次いで生じ、注目を

集めた。こうした制度外の政治行動の背景に

は、フォーマルな政治が吸収しきれない大衆

の不満がある。とりわけ開発途上国の場合、

所得水準の絶対的な低さと格差への不満が強

いのに加えて、政治の方にも、政党が政府と

社会を媒介する役割を果たせない、あるいは

依然として閉鎖的な政治体制が続いているな

どの問題がある。少なからぬ途上国で、フォ

ーマルな政治の「欠陥」が社会運動の一因と

なり、それが今度は政治の変動を促すという

展開が生じている。本分科会では、政治と社

会運動のダイナミックな関係性の具体的なあ

り方とその帰結について検討する。取り扱う

事例は、所得水準や産業構造、国際関係上の

位置づけなど、構造的特徴を異にする三つの

地域（中東、ラテンアメリカ、東南アジア）

から選んだ。事例のあいだの差異に留意しつ

つも、異なる地域のあいだで共通に見られる

現象を抽出することによって、いまなぜ「社

会運動の時代」が到来したのかを考えるうえ

での一助としたい。 

 

司会 中村正志（アジア経済研究所） 
報告 青山弘之（東京外国語大学）「シリアの

事例：社会運動をあきらめた社会：『ア

ラブの春』波及後のシリア」 
   上谷直克（アジア経済研究所）「「ポス

ト新自由主義期」ラテンアメリカの

抗議運動：再政治化か、サブ政治化

か」 
   伊賀司（神戸大学）「ブルシ運動にみる

現代マレーシアの社会運動と政治：

オンライン・メディアの主流化と市

民社会の変容」 

討論 浅見靖仁（一橋大学） 
 
 
分科会Ｄ「ラージＮによる多数国比較」 
 

趣旨：比較政治学においてラージＮデータを

用いた多数国比較は、一つの基本的な分析手

法である。しかしこれまで本学会においては、

少数事例の比較を行う研究や、計量分析を用

いる場合でも一国内の分析手法としてそれを

用いる研究は多く発表されてきているものの、

計量分析による多数国比較はそれほど多くな

く、それをテーマに据えた分科会もほとんど

見られなかった。この分科会では、三人の報

告者に、ラージＮデータを用いた多数国比較

の結果を報告してもらい、この手法の強みと

弱みを検討していきたい。計量分析そのもの

の検討よりも、実態の分析を通じて、扱う分

析対象やデータの性質に沿った形で、方法論

的な検討を加えていくことが、ここでのねら

いである。そのため、報告者には、これまで

主に政治体制といったマクロレベル、福祉レ

ジームといったメゾレベル、議会制度といっ

たミクロレベルの分析を行ってきた三人を据

え、分析対象のレベルの違いにより、どのよ

うな分析方法上の異同が生じるのかを明らか

にしていきたいと考えている。 

 

司会 曽我謙悟（神戸大学） 
報告 三上了（ＪＩＣＡ研究所）「政治体制の

差異がもたらす効果に関する計量分

析」 
   稗田健志（大阪市立大学）「積極的労働

市場政策の比較政治経済学：先進工

業18ヶ国における時系列国家間比較

データの計量分析」 
   藤村直史（神戸大学）「議会の構造は政

策的帰結に影響を与えるのか？委員

会の強さと政府支出に関する39ヶ国

比較研究」 
討論 粕谷祐子（慶應義塾大学） 
 

 

自由企画２「福祉国家と移民」 
 

趣旨：グローバル化の進展およびポスト工業

社会への移行に伴い、戦後の安定的な経済成

長を支えてきた政治システムとしての福祉国
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家は大きな変容を遂げている。その中で、一

部のヨーロッパ諸国における「福祉ショーヴ

ィニズム」を唱える右翼ポピュリスト政党の

台頭や、日本をはじめとした東アジア諸国に

おける外国人（ケア）労働者の確保に向けた

動きなど、福祉国家と移民・外国人労働者の

関係が、現実政治のレベルだけでなく、政治

学という学問のレベルでも、あらためて注目

を集めている。 

本自由企画では、台湾、日本と韓国、オー

ストラリアという各国における、移民・外国

人労働者政策の展開と福祉国家の変容に関す

る事例分析を行うことを通じて、「福祉国家と

移民」という比較福祉国家論および現代政治

学の新たな課題に関して、学術的貢献をなす

事を目的とする。 

 
司会 新川敏光（京都大学） 
報告 林成蔚（北海道大学）「家族主義福祉レ

ジームの変容：台湾の外国人労働者

政策を中心に」 
   安周永（京都大学）「男性稼得者型モデ

ルの衰退と移民政策の変化：日本と

韓国の外国人労働者政策を中心に」 
   加藤雅俊（立命館大学）「福祉国家の変

容と移民政策：オーストラリアを事

例として」 
討論 渡辺博明（大阪府立大学）、水島治郎（千

葉大学） 
 
 
自由企画３「政党というビジネス―中・東欧

における政党の可塑性と固定性」 
 
趣旨：中・東欧諸国の政党政治の特質の一つ

として政党の綱領上、あるいは組織上の可塑

性がある。「エスタブリッシュ」された政党が

綱領空間上で軸を越えるような大きな移動を

行い、綱領上の著しい可塑性を見せる国があ

る一方で、政党の分裂や新党の形成が頻繁に

行われる組織上の可塑性を見せる国も存在す

る。どちらも90年代以降の日本の政党政治で

も観察される現象であるが、西北欧とは異な

る中・東欧新興民主主義国の特徴となってい

る。政党は、従来のように一定の綱領的立場

や政治責任の担い手としては理解できず、あ

る種のビジネスとして考えると合理的に解釈

できる行動をとっている。同時にどちらの国

にも綱領上も組織上も固定的な政党も存在し、

両者は共存している。 

本自由企画では、二つの共著論文によって、

①中・東欧各国における政党の可塑性と固定

性を検証し、②その原因を、ａ）半大統領制

などの執政制度や、選挙制度などの制度的要

因、ｂ）綱領空間上の有権者の自己位置認識

と政党の政策位置のずれ、ｃ）連合形成と政

権交代のパターンから探っていく。 

 
司会 中田瑞穂（明治学院大学） 
報告 第一報告：藤嶋亮（神奈川大学）、成廣

孝（岡山大学）「政党間競合と有権者

の選好分布：ルーマニアとブルガリ

アの事例」 
   第二報告：成廣孝（岡山大学）、中田瑞

穂（明治学院大学）「東中欧における

新党：政党システム、連合政権への

影響を中心に」 
討論 網谷龍介（津田塾大学） 
 

自由論題３「福祉国家の変容と政治」 
 

司会 若松邦弘（東京外国語大学） 
報告 石川葉菜（東京大学大学院）「アメリカ

の福祉政策：ウェイバー条項の活用

拡大の歴史」 
   本田亜紗子（早稲田大学大学院）「党派

性とＥＵから見たヨーロッパ福祉国

家：イタリアにおける雇用政策の予

備分析」 
   千田航（北海道大学大学院）「家族政策

の削減と再編のあいだ：1990年代フ

ランスにおける『自由選択』の合意」 
   角野隆則（大阪大学大学院）「現代西洋

福祉国家における市民意識の分析」 
討論 田中拓道 （一橋大学） 
 

 

 

６月23日(日) 午前10：00～12：00 

 

共通論題「体制転換／非転換の比較政治」 
 

趣旨：2011年はアラブ世界における「民主化」

（「アラブの春」）の年として、政治体制の変

革がきわめて困難と考えられてきた地域でも

変革への道筋がつきうる可能性を考える大き
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な転機として記憶されることになった。ただ

し、その変革への動きは必ずしも単線的では

ない。これまでの研究において「民主化」と

して理解されてきた政治体制変動によって政

治体制が一定の転換を見せたような場合でも、

様々な制約条件のもとで新たに現れた政治体

制の変革、あるいは転換の度合いがきわめて

限定的であることも多く指摘されてきた。形

容詞付き民主主義の議論や、準（半）権威主

義体制、選挙権威主義、競争権威主義などの

概念化は、そうした制約の帰結や、様々な要

因の交差する転換過程を加味した結果提起さ

れてきた概念群であると考えることもできよ

う。そこで、本企画では、複数の地域と事例

を扱いながら、政治体制の転換につながる、

あるいはつながらない（非転換の）条件や、

その変動過程を改めて検討することを狙いと

するものである。その検討を踏まえ、今後の

世界における「民主化」の方向性を複眼的に

考える機会として供したい。 

 

司会 遠藤貢（東京大学） 
報告 宇山智彦（北海道大学）「権威主義体制

論の新展開：旧ソ連地域研究からの

貢献」 
   浜中新吾（山形大学）「中東諸国の体制

転換／非転換の論理」 
   高橋百合子(神戸大学)「ラテンアメリカ

における体制転換の再検討」 
討論 玉田芳文（京都大学） 
   武内進一（アジア経済研究所） 
 

 

 

６月23日(日) 午後０：10～１：00 理事会 

６月23日(日) 午後１：00～２：00 総会 

 

６月23日(日) 午後２：00～４：00 

 

分科会Ｅ「紛争と国家建設における軍・準軍

事組織・治安機関の役割」 
 

趣旨：紛争や内戦が多発したポスト冷戦期に

は、国家機能が崩壊する現象が、深刻な問題

と認識されるようになった。崩壊した国家機

能を再建するために、国際社会はいかにして

支援を行い、民主的な国家の再建を目指すの

か、という問題が、これまで主として国際関

係論の観点から論じられてきた。なかでも重

要だと認識されている問題のひとつは、中央

集権的な軍・治安機関の再建である。だが、

現実的には、これまでのＤＤＲやＳＳＲが想

定してきたような、中央集権的な暴力装置の

再構築は、極めて困難な課題となっている。

反対に、紛争後に、軍や治安機関、および準

軍事組織（民兵など）が中央集権化されない

まま、国家建設が進展していく事例の方が、

圧倒的に多いと言えるだろう。こうした状況

をふまえ、本分科会では、紛争後に暴力装置

が集権化されないまま国家建設が進められた

事例に着目し、そこでこうした軍／準軍事組

織や治安機関が、国家建設にどのような影響

を与えているのかという問題を、アジア、ア

フリカ、中東の事例を比較することで明らか

にし、比較政治的な視点から新たな理論的な

知見を導き出すことを目的とする。 

 

司会 山尾大（九州大学） 
報告 落合雄彦（龍谷大学）「シエラレオネと

リベリアにおける治安部門改革再考」 
   末近浩太（立命館大学）「多宗派社会に

おける国軍：レバノンの宗派制度と

暴力装置」 
   山田裕史（日本学術振興会）「内戦後の

カンボジアにおける一党支配体制と

国軍」 
討論 藤重博美（法政大学） 

 
自由企画４「政治変動と利害調整メカニズム

の再構築：ラテンアメリカと東南アジアの経

験、そして中東の課題」 
 
趣旨：民主化に対する有権者の期待は概して

大きく、それらは政治的、経済的及び社会的

権利の維持や拡大にまとめることができる。

しかし、民主化後に誕生した新しい体制にお

いて、こうした有権者の期待は大きく裏切ら

れることが多い。例えば、東南アジアでは民

主化を経ても市民の声が中々反映されない政

治体制が続き、また中東では、民主化後の政

府は有効な経済政策を打ち出せないために、

大衆の不満を拡大させている。こうした期待

と現実の乖離は、他の地域でも多く報告され

ており、その解明は民主化研究の大きな課題

のひとつである。 

そこで、本パネルでは民主化の実像に迫り
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たい。具体的には、民主化によって各セクタ

ーの利害調整の在り方がいかに変容し、また

しないのか、という設問に答える。事例とし

ては東南アジアに加え、リベラル・デモクラ

シーの成功事例とポピュリズムの事例を含む

ラテンアメリカも分析対象に加え、民主化が

利害調整メカニズムにどのような影響を与え

たのか明らかにする。その上で、中東におけ

る民主化の行方を展望する視座を提示したい。 

 

司会・討論 川村晃一（アジア経済研究所） 
報告 尾尻希和（東京女子大学）「リベラル・

デモクラシーとポピュリズムにおけ

る利害調整メカニズム：ラテンアメ

リカの事例」 
   福岡侑希（早稲田大学）「東南アジアに

おける『民主化』の再検討：エリー

ト利益の再編成と取り残された『民

衆』」 
   金谷美紗（中東調査会）「移行期政治に

おける利害調整メカニズム：エジプ

トの事例」 
 
 
自由企画５「欧州危機と国内政治―危機対応

と内政の構造変化」 
 
趣旨：2009年のギリシャ危機によって顕在化

した欧州危機は、「ユーロ危機」としてもっぱ

らＥＵからの視点に基づいて分析されるか、

各国専門家によるその都度の現状報告に終始

する傾向が強く、比較分析の視点は希薄であ

った。この企画では、危機の震源地として注

視され続けてきた南欧諸国をはじめ、ＥＵコ

アの立場を代表するとされるドイツ、さらに

は非ユーロ圏であるが直接・間接の影響を免

れないハンガリーを対象に、欧州危機に直面

した各国の内政的変化を横断的に考察する。

すなわち、①各国における既存の政治構造な

いし政治的配置が危機対応に与えた影響、②

危機の発生・進行に伴う政治的機会構造の変

化、③危機を媒介として固定化された（かも

しれない）新たな内政パターンの可能性を軸

に、今なお不確実性に満ちている関連諸国の

情勢を政治学の知見を用いて整理することが、

この企画の目的である。流動的な情勢をフォ

ローするために、この企画はラウンドテーブ

ル形式で行う。 

 

報告・司会 八十田博人（共立女子大学）「イ

タリア実務家政権の危機対応と国内

制度改革」 
報告 平田武（東北大学）「ハンガリアン・ラ

プソディの孤独：３分の２多数派権

力とユーロ圏外における危機」 
   森井裕一（東京大学）「ドイツにおける

国内拘束の強まりと欧州統合への責

務」 
   横田正顕（東北大学）「ユーロ体制下の

政治的トリレンマとスペイン・ポル

トガルのデモクラシー」 
 

自由論題４ 政府とボランタリーな領域の相

克：ガバナンスの視点から 
 

司会・討論 安井宏樹（神戸大学） 
報告 縄倉晶雄（明治大学大学院）「非継続的

農村政策の社会ネットワークに対す

る影響：韓国・セマウル運動の変化

を事例として」 
   櫛田久代（敬愛大学国際学部）「アラス

カ州における石油流出事故防止対策

と市民監視団体の役割」 
   長谷川桃子（名古屋大学大学院）「『文

化の民主化』と都市ガバナンス」 
討論 菅原和行（釧路公立大学） 
 

 

自由論題５ 政党と議会 
 
司会・討論 日野愛郎（早稲田大学） 
報告 西川賢（津田塾大学）「ドワイト・アイ

ゼンハワー政権期の共和党運営、1953

～1960年：イデオロギー対立と政党

構築を中心に」 
   渡辺容一郎（日本大学）「責任野党再建

の手がかりとセレブリティ・ポリテ

ィクス：キャメロン保守党を事例と

して」 
   菊池啓一（筑波大学）「議員行動と立法

過程：アルゼンチン上院の事例から」 
討論 松本俊太（名城大学） 
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年報編集委員会から 

年報第16号の論文募集 

2014年発刊予定の年報第16号は、第16回研究大会（今年６月開催）の

共通論題「体制転換／非転換の比較政治」をもとに編集する予定です。

報告者のほか、会員の皆様から広くご寄稿を頂きたいと考えております。

これまでの研究において「民主化」として理解されてきた政治体制変動

によって政治体制が一定の転換を見せたような場合でも、様々な制約条

件のもとで新たに現れた政治体制の変革、あるいは転換の度合いがきわ

めて限定的であることも多く指摘されてきました。体制変動の中には単

線的に民主化として理解できないものも多くみられます。そこで政治体

制の転換につながる、あるいはつながらない（非転換の）条件や、その

変動過程を検討する論考を、地域や時代を特に限定せずに、ご投稿を歓

迎いたします。ご投稿を希望される会員は、800字程度の要旨を2013年

６月末日までに、下記まで電子メールの添付書類（ワードファイルかテ

キストファイルでの作成をお願いします）にてお送り下さい。なお、最

終的にご投稿頂いた論文は、編集委員会で審査して採否を決めさせて頂

きます。予めご承知おき下さい。 

 

＊応募先：年報第16号編集委員長（予定）遠藤 貢 

 E-mail: endo@waka.c.u-tokyo.ac.jp 
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共同研究のフロンティア（７） 
 

グローバル・アジアへの挑戦 
 

竹中千春（立教大学） 
 
「広域アジアにおける市民社会構築とその国際政治」という共同研究プロジェクトを動か

している。名前のとおり、「広域アジア」と「市民社会」をキーワードに21世紀アジアをと
らえることを目的とし、アジア研究・比較政治学・国際政治学を中核にさまざまな分野の交
差するネットワーク型の共同研究をめざしている。やや欲張りな企画である。 
「アジアとは何か」という問いは、専門家にとっても答えにくいものだ。目の前には「一

つのアジア」どころか「多くのアジア」がある。言語・民族・宗教・文化・歴史など、果て
しないほど異なるアジア。国境線の向こうはもちろん、国境のこちらにも、ばらばらなアジ
アがある。そうだとすれば、アジアを語る仕事は、比較の観点からにせよ、総合の観点から
にせよ、「一つのアジア」に収斂されないアジアの多様なあり方を、どのようにつかみ取れ
るか、どのように表現するかという、「知の方法論」としての課題を内包している。 
もう一つ、アジア研究の直面する課題は「変化」である。昨日のアジアは今日のアジアで

はない。明日はもっと違うアジアになるだろう。1980-2000年代の30年間だけを見ても、ア
ジアは変動の渦中にあり続けた。不動の存在に見えた国家が揺るぎ、軍政・独裁・一党支配
からの民主化が進み、市場経済が変動を加速する。内政と外交が互いを振り回し、政治・経
済・社会のさまざま局面で越境現象が起こり、新しい国際関係を生み出している。 
高度成長を続ける中国、それを追うインド、豊かになった韓国・台湾・シンガポール、協

力しつつ対立するASEAN諸国。豊富な資源を要しつつ緊張を抱える中央アジア・西アジア・
中東地域。これまではアジアと切り離して論じられてきた国や地域も、アジアとの結びつき
を強めている。ユーラシア大陸のアジア部分をかかえるロシアやCIS諸国。太平洋を隔てた
南北アメリカ。南のオーストラリアやニュージーランド。インド洋で向かい合う東アフリカ
や南アフリカ。中東とつながる北アフリカやヨーロッパ。アジアを語るためにも、アジアを
囲む世界を考えざるをえない。そうした思いを込めて、「広域アジア」という言葉を使って
みた。 
だが、「広域アジア」という言葉もしばしば狭苦しく感じられる。たとえば、「移動する人々」。

出張、海外赴任、観光、留学、国際結婚、移住など、さまざまな理由で「移動する人々」は
増加している。アジアから欧米の先進諸国や中東の石油産油諸国に移動する、古いタイプの
移動だけではない。経済拠点のアジアから、太平洋地域、アフリカ、ラテンアメリカなどの
フロンティアへと人々が乗りだし、逆に、そうした地域から豊かさを求めてアジアに人々が
やって来るという、新しいタイプの移動が目立つようになっている。その結果、国民国家と
いうものも変貌している。グローバルな中国とか、グローバルなインドとか、グローバルな
フィリピンとか、グローバルなインドネシアなどが立ち現れている。つまり、研究対象は、
国境線の中に収まらず、そこから外にはみ出し、広域的なもの、さらにはグローバルなもの
に変わってきている。 
かつて私が大学で学んだころのアジアは、民主主義、平和、豊かさ、市民的自由などを実

現できない、問題を抱える諸国として議論されていた。自由主義陣営だろうが社会主義陣営
だろうが、日本以外のアジアは、北の世界に対する南の世界に属していると論じられた。あ
る意味で、サイードが『オリエンタリズム』で批判した、産業革命以来のアジア論の後裔が
まだまだ知的な有効性を保持していたのである。しかし幸いなことに、アジアはどんどん姿
を変えてきた。オリエンタリズム論の延長線上にはない、新しいアジアが創出されてきた。
そして、私たちが大学で教える学生たちは、こうした現実のアジアと付き合いながら人生を
切り開いていく、未来の世代なのである。 
こうした人々にとって有意義な議論を提起できるか。意味のあるアジアの政治論を語るこ

とができるか。そうした思いで、仲間とともにシンポジウム、研究会、講演会、著述などを
続けている。もっともっと新しい仲間を増やしながら、動くアジアをとらえる動く研究ネッ
トワークの構築を試みていきたい。アジア研究はもちろん、政治学を含む社会科学の学術的
な蓄積のある日本の学会には、その力も責任もあると考えている。  
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理事会報告 
 
 
第45回理事会 

 
2012年11月10日に東京大学で第45回理事会が
開催されました。 
 
出 席：網谷、岩崎、遠藤、大串、大西、久

保、島田、仙石、竹中、玉田、田村、
坪郷、畑山、堀江、平島、増山 

委任状：磯崎、大矢根、小川、小嶋、酒井、
中山、浜中、待鳥、宮本 

 
・主な討議事項は下記の通りです。 
１．新入会員の承認 
・４人の新入会の申請があり、申請書を回覧

した上で、全員の入会を承認した。 
２．事務局報告 
・平島常務理事から、以下の報告があった。 
 ①会員の異動について 
  前回理事会以後、届出退会者は３名。 
 ②ニューズレター発行体制について 
  従来、編集業務の大部分を事務局が行っ

ていたが、先月発行された第29号から、ニ
ューズレター委員会の尽力により、事務局
から独立した同委員会が自律的にニューズ
レターを刊行する体制を整えることができ
た旨の報告があり、同委員会への謝意が表
明された。 

３．ニューズレター委員会から 
・大矢根委員長から、ニューズレター第29号

が10月30日に刊行されたことが報告された
（平島常務理事代読）。 

４．編集委員会から 
・大西委員長から、年報14号が無事に刊行さ

れたこと、第15号は11月20日の原稿締め切
りの後、査読に入ることが報告された。 

５．2012年度研究大会開催校から 
・大会開催校（日本大学）の岩崎理事から、

延べ300名強の参加を得て盛会であったこと、
また非会員の参加も60名ほどに上ったこと
が報告された。 

６．2013年度研究大会開催校から 
・大会開催校（神戸大学）の大西理事から、

準備状況について説明があった。６月は秋
と並んで学会が多いので、他の関連学会と
の日程の重複に注意する旨が申し合わされ
た。 

７．企画委員会ならびにニューズレター委員
会の委員の選出について 

・平島常務理事より、企画委員会の委員とニ
ューズレター委員会の委員について、それ
ぞれ６月24日に開催された次期理事会会合
とその後の持ち回り審議における了解に基

づいて、正式に承認したい旨の発議があっ
た。企画委員会は、副委員長が網谷龍介理
事、委員が庄司香会員（学習院大学）、曽我
謙悟会員（神戸大学）、中村正志会員（日本
貿易振興機構アジア経済研究所）、山尾大会
員（九州大学）、若松邦弘会員（東京外国語
大学）。ニューズレター委員会は、近藤康史
会員（筑波大学）である。全員、承認され
た。 

８．企画委員会から 
・遠藤企画委員長から、2013年度研究大会の

企画について、共通論題「体制転換／非転
換の比較政治」と分科会５題について企画
案が示され、審議の結果、承認された。 

９．執筆要項の修正について 
・仙石編集委員長から、執筆要領中で原稿提

出方法の規定が、ワープロソフトによる作
成とメール添付が容易になった現状にあわ
なくなったので、編集委員会（編集委員長）
の指示する方法で提出する、という簡潔な
表現に変更したい旨の提案があった。審議
の結果、承認された。 

10．年報掲載確定証明書の発行について 
・大西前編集委員長から、前回の６月24日理

事会で提案した年報掲載の確定証明書のひ
な形が改めて提案された。査読者に承認さ
れた旨を付記する文言を仙石編集委員長が
挿入することを申し合わせた上で、承認さ
れた。 

11．叢書編集委員会から 
・竹中叢書編集委員長から、叢書刊行を再開

するために、坪郷理事と小川副会長を加え
たワーキンググループを設置したいという
提案があった。審議の結果、ワーキンググ
ループではなく叢書編集委員会委員として
坪郷理事と小川副会長を追加することが承
認された。また、同委員会は従来会長と密
接に活動してきた経緯から、同委員会の会
合には会長が原則として出席することが申
し合わされた。 

12．ニューズレターをホームページ上に掲載
する時期について 

・岩崎渉外委員長より、現在の事務局執務要
領によれば、ニューズレター発行後１ヶ月
を目処に、その内容をホームページに掲載
することが定められているが、どの程度間
を置くのが望ましいか議論したい旨の提案
があった。審議の結果、ニューズレターの
版下が確定したら直ちにホームページに掲
載することが決定された。 

13．学生会員、シニア会員、低所得者の会費
について 
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・大串会長から、学生会員、シニア会員、低
所得者のための特別会費を設定する可能性
について検討するため、会費制度ワーキン
ググループを設置したいことが提案された。
事務局の作業負担や特別会費に該当すると
いう証明などについて活発な意見交換の後、
ワーキンググループの設置が承認された。
これを踏まえ、大串会長から、ワーキング
グループを会長、小川副会長、作内由子会
員の３名によって構成する旨の提案があり、
承認された。 

・なお、大串会長から、会費制度を改正する
場合、総会で委任状が必要になるため、大
西理事と調整の結果、2013年研究大会から
は開催案内時に総会欠席者の委任状を求め
ることにしたとの報告があった。 

14．規約等改正ワーキンググループの設置に
ついて 

・大串会長から、規約類にある不明瞭な部分
や相互に矛盾している部分、あるいは慣行
と一致していない部分を一括して改正する
ための規約等改正ワーキンググループの設
置が提案され、承認された。これを踏まえ、
大串会長から、ワーキンググループを、会
長と久保慶一理事とやや若手の会員の３名
で構成すること、並びに若手メンバーの選
定を会長と久保理事に一任されたい旨の提
案があり、承認された。 

・審議の中で、年報に学会規約等を掲載する
ことの是非も論点となった。結果、学会規
約等の年報への掲載を止める一方で、学会
ホームページのアドレスと、潜在的な入会
者に向けた１ページほどのメッセージとを
掲載することが承認された。潜在的入会者
に向けたメッセージは仙石編集委員長が次
回理事会に提案することとなった。 

15．懲戒規程の整備について 
・大串会長から、学会として会員に処分を行

わなければ社会的責任が果たせないような
極端な不祥事に備えて、念のために懲戒規
程を設けることが提案された。審議の結果、
会員としての行動規範を示し、会員がそれ
に抵触した場合の懲戒の規程を設ける方向
で検討すること、独立の規程にするか、手
続きについてどの程度細かく定めるかなど
の論点についてはワーキンググループで検
討し、その上で規程案を理事会に諮ること
が承認された。大串会長から、上記ワーキ
ンググループについて、規約等改正ワーキ
ンググループをこれに充てたいという提案
があり、承認された。 

16．オンラインジャーナルについて 
・大串会長から、オンラインジャーナル発刊

の是非を検討したいこと、ただし実行する
には相当の作業負担を覚悟しなければなら

ないので、発刊の是非を検討する参考とし
てオンラインジャーナルに対する会員のニ
ーズを把握したいこと、その方法として、
メーリングリストを通じて、学会のサービ
ス全般に関するアンケートを行い、その中
でオンラインジャーナルに関する設問も含
めることが提案され、審議の結果、承認さ
れた。また、アンケートの作成は事務局に
一任された。 

17．非会員の大会参加資格について 
・大串会長から、非会員の大会参加のための

手続き並びにその締め切り時期について、
従来の事務局の執務要領の規定が不明確で
あることや、一部の内容に疑問があること
を踏まえ、下記のように整理することが提
案され、承認された。 

 １）応募時に入会申込書を提出（事務委託
先に受理されること、以下同じ）してお
く必要があるもの：自由論題の報告者と
自由企画の司会者・報告者・討論者 

 ２）原則として大会１ヶ月前までに（再）
入会申込書を提出する必要があるもの：
自由論題の報告者ならびに自由企画の司
会者・報告者・討論者を除く司会者・報
告者・討論者、および会費３年滞納によ
る退会者（会費滞納による退会者は滞納
会費の完済も必要） 

 ３）原則として大会２週間前に入会申込書
を提出する必要があるもの：大会の非会
員参加費免除 

18．研究大会懇親会の収支を事務局の収支と
することの是非について 

・大串会長から、研究大会の懇親会の収支  
が、参加人数の事前把握が困難なため、開
催校にとって大きな財政的リスクとなって
いることを踏まえ、これを事務局の収支に
移し、料理の種類・分量や参加費の決定は
事務局が開催校との調整の下で行うという
仕組みを実験的に導入することが提案され
た。審議の結果、このやり方が必ずしも開
催校の利益にならない場合があることが明
らかになったため、当面は現行制度を維持
しつつ、懇親会費の事前振込制などの工夫
を検討することが決定された。 

19．研究大会において報告ペーパーが出なか
った場合の取扱いについて 

・大串会長から、研究大会において報告ペー
パーが出なかった場合の取扱いについて、
いかなる取扱いが適切であるか審議したい
旨の要望があった。意見が活発に交換され
た。次回理事会で引き続き審議することと
なった。 

20．次回理事会の日程について 
・来年の４月13日(土)に東京大学本郷キャン

パスで開催することが決定された。 
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会員の異動 
 
＊名簿アンケートおよび入会申込書において名簿掲載可とされた項目について、2013年２月28

日時点での異動を掲載しています。名簿アンケート未返送の会員および名簿掲載の可否を選択

しなかった会員については、職名、所属機関住所以外の情報を掲載しておりません。 

 

 

＊この欄は、ホームページでは公開しておりません。 
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事務局からのお知らせ 
 

１．2013年度の会員名簿を作成するため、別途、事務委託先から名簿アンケートの依頼をお送り

しました。締切りは４月10日ですので、忘れずに回答をご返送いただくようお願い申し上げま

す。 

 

２．メーリングリストを通じて、オンライン・ジャーナル発刊の是非に関するアンケートを行い

ました（２月12日配信、回答は２月末に締切済）。アンケートの結果は、回答数が73（うち非

会員が４）、賛成が64、反対が４、どちらとも言えないが５でした。多数寄せられたコメント

の内容も含め、理事会での検討材料にさせていただきます。ご協力ありがとうございました。 

 

３．来年2013年度の研究大会は、６月22日(土)・23日(日)に神戸大学で開催される予定です。是

非今からご予定おき頂きたくお願い申し上げます。 

 

４．今年度も、報告ペーパーは学会ホームページからのダウンロード形式で配布致しますので、

ご留意をお願い申し上げます。詳しくは、開催校・神戸大学から別途５月ごろにお送りする予

定の大会パンフレットをご覧下さい。 

 

５．近日中に事務委託先から新年度の会費納入のお願いを差し上げます。添付されるご案内にも

記載されておりますが、送金先は以下の通りとなっておりますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 

  郵便局（ゆうちょ銀行）・振替口座 00110-6-706352  口座名義：日本比較政治学会 

 

６．会費納入や年報などの送付物、あるいは名簿記載事項などについてお尋ねやお届けをされる

場合は、事務委託先の学協会サポートセンターまでご連絡下さい。連絡先は下記の通りです。 

 

〒231-0023 横浜市中区山下町194-502 

学協会サポートセンター 「日本比較政治学会」係 
TEL：045-671-1525 FAX：045-671-1935 

Eメール：scs@gakkyokai.jp 
 

 その他の件については、学会事務局（東京大学）にご連絡下さい。 
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